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第9回大会の記録(2013年8月)/シンポジウム「社会的弱者と自立支援をめぐって」
●東洋大学社会福祉学会第9回大会／
【シンポジウム】
｢社会的弱者と自立支援をめぐって』
シンポジスト：
第1報告森田明美（東洋大学社会学部）／第2報告林大介（東洋大学社会学部）／
第3報告後藤広史（日本大学）／第4報告丸山晃（東洋大学社会学部）
コメンテーター：中島修（文教学院大学）／司会：小林良二（東洋大学社会学部）
司会：本日の最後のプログラムです。「社会的弱者
と自立支援をめく、って」のシンポジウムを開始い
たします。本日は司会を小林先生にお願いしてお
りますので、小林先生からシンポジウムの趣旨、
シンポジウムのコメンテーターの紹介等をしてい
ただいて、進行をお願いしたいと思います。では、
小林先生、よろしくお願いします。
小林：コーディネーターを務めきせていただく小
林です。ただ今の中島先生のお話を伺って、私が
福祉の勉強した1980年代､90年代とはまるで変わっ
てしまったという印象を持ちました。コーディネー
ターをうまくできるかどうかわからないのですが、
よろしくお願いいたします。これからの予定です
が、このあとすぐ、、森田会員、林会員、後藤会員、
丸山会員から20分ずつそれぞれプレゼンをお願い
いたします。その後10分休みを置いて、中島先生
に10分程度のコメントをお願いし、残りの時間を
デイスカッシヨンにしたいと思います。
シンポジストの方々のご紹介ですが、皆さん、
ご存じの方が多いかと思いますので、それぞれ自
己紹介をお願いできればと思います。ただ、林先
生と丸山先生は今年着任された先生方ですので、
少し長めの自己紹介をお願いできればと思います。
それでは早速ですが、森田先生から、よろしくお
願いいたします。
森田：東洋大学の森田です。よろしくお願いいた
します。
林：4月から東洋大学助教授になりました林と申
します。よろしくお願いします。大学を出たあと
十数年間ずっと､子ども系のNPOにいまして､最後、
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チャイルドライン支援センターの事務局長になる
んですけれども、2011年の4月までやって、その
後ちょうど文部科学省で公募があり、文部科学省
に2年間ぐらいいて、今回、縁があって東洋大学
で社会貢献活動入門や基礎演習を今は担当させて
いただいています。よろしくお願いします。
後藤：皆さん、こんにちは、日本大学の後藤です。
3月まで林先生がいらっしゃるポジションで働い
ていまして、4月から新設の日本大学文理学部社
会福祉学科の助教に着任しています。十数年間、
NPOでホームレス支援を行いながら活動してきた
経緯があります。今日はそういった経緯から、こ
こでお話をさせていただくことになりました。よ
ろしくお願いいたします。
丸山：4月から、東洋大学社会学部で主に実習担
当の助教として着任しました、丸山晃と申します。
元々は障害者福祉の現場の職員で、本学の福祉社
会システム専攻を修了して、それから一旦、教職
の道に入りましたが、この3月まで数年間は、主
に現場のほうにほとんどシフトをして、それで、
また、東洋大学で教員に復帰した次第です。主に
障害関係の話の視点から今日は話題の投げかけを
したいと思っております。
小林：ありがとうございました。それぞれ自己介
をいただきましたように、子ども、若者、ホーム
レス、障害についてはそれぞれの切り口から、中
島先生からは総括的なコメントを伺えるのではな
いかと思っておりますので、よろしくお願いいた
します。では、第1報告をお願いいたします。
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森田：先ほど中島先生から地域での若者支援に関
する取り組みの構想に関するお話がありました。
私が專門とする児童福祉の分野に引き寄せてお話
しすると、これまでの日本の児童福祉の体系の中
には、長く地域福祉の概念はほとんどありません
でしたし、地域福祉は児童福祉を対象としたり、
若者を支援することはほとんどなかったといえま
す。中島先生のお話しと私の問題意識が重なる部
分です。つまり、児童福祉の分野は、家族や親族
にほとんどの子育て役割を依存しており、社会的
役割として家庭で発生した児童福祉問題に対応し
ようとするときは、保護の段階になってから対応
する歴史が長く続いてきました。私は、この考え
方に基づき作られた児童福祉の制度設計が問題で
あると考えています。
児童福祉を理解してもらうために、私が大学院
生に話をするエピソードを紹介します。
私は1970年代に大学で学び、70年代の後半に大
学院で勉強しましたが、そのときに私は保育政策
研究を専門にしていました。最近も、保育は児童
福祉の事業ではないと言う人が増えてきています。
特に教育学関係の人達のなかには、保育は幼児教
育の1つの仕組み<､らいに思っている人達がいる
ようで､‘そうした人が、保育者養成をしている現
場ですら増えていると聞きます。地域の社会福祉
施設として最大の施設数であった保育所が、幼稚
園を意識して、乳幼児の保育以外活用があまりな
されず、地域の子どもの育ちや子育て支援施設と
して有効な活用をされてこなかったことの影響が
大きいと思います。
私が1970年代に保育政策研究を始めていたとき
も、この分野の研究は児童福祉の分野から切り離
されていて､保育研究で大学に職場を得たいのだっ
たら、保育内容の研究をやりなさいそうすれば求
人があるかもしれないと多くの保育者養成をして
いる大学関係者にいわれました。保育所の保育内
容の質をよくすることによって、地域で暮らす乳
幼児の教育施設としてどのような保育内容を提供
するのかということに保育士養成の興味関心が強
く、地域で子育てを支援する保育サービスとして
の保育政策研究は評価が低かったといえます。
90年代に入り、少子化問題が顕著になっていく
中で､保育が就労支援として注目されるようになっ
てきました。しかし、あくまでもそれは就労支援
でしかなく、子育て課題に対応するような形での
子育て支援施策の担い手としての保育とか、ある
いは子育て支援としての児童福祉を研究するとい
うことはなされません。1994年から作られ始めた
エンゼルプランなど自治体の子育て支援計画の策
定にともなって、ようやく子育て支援としての保
育研究がはじまっていったのです。
その結果が、数値を説明する時間はないので、
今日は項目だけ提示していますが、見ていただく
とわかりますように、虐待の増加、貧困化、ある
いは地域環境の悪化、ひとり親家庭の増加など、
子どもの成長発達に深くかかわる問題や、課題が
発生するようになっています。
図1
子育て家庭の役割と、
親宙皇の宙臼実現のバランス
グ
親
自己実現
｢子どもの後見」と「親自身の自己実現」が、
｢家計の確保」と「生活運営」の犠牲になり、苦しい。
ここに示している図lは、私が考える今の子育
て家庭の役割と課題を整理したものです。左側が
現在の部分、この一番外側に薄く細くなっている
グレーの部分は個人、親自身の自己実現の状況を
現したものです。この部分が現代的な大きな課題
となっています。子育て家庭の中で「生活を運営
している」とか、「家計を維持していく」とか、「子
どもの後見をしていく」とかという、役割バラン
スが取れることと同時に親自身の自己実現ができ
ていかないと、なかなか子どもを育てることを生
活の一部としておこなっていくところまでたどり
着けないという状況になります。
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図2
もう一つの図2をご覧〈だ言い。これは、ひと
りの子どもが保護者の支援を受けながらどのよう
に育っていくのかということを示したものです。
一番上に横にひかれている黄色い線ですが、私は、
ここを子どもの成長のための最低のラインと表し
ます。元々子どもたちはそれぞれに力を備えてい
ます。ときに病気や障がいがある場合は、生きる
ためにスタートとなる「ゼロ」地点よりも前提と
して医療や療育といった特別に支えなければいけ
ない部分がありますが、子どもの力と親の養育力
が合わきって、この辺りにこの子はいるとか、こ
の辺りにこの子はいるとかいろんな状況が作られ
ていきます。その状況によっては、子どもは一人
では生きていかれませんから成長・発達が担保で
きないという場合には社会的な支援を受けて、よ
うやくこの最低ラインというのが構成されていく
のです。家庭や社会における子どもたちの養育や
支援にかかわる大人たちの努力によって、成長ラ
インがこのラインより上回っていけばいいのです
が、子どもの力がなかったり、親の養育力がなかっ
たり、社会的支援がないと最低の成長ライン以下
の状況に子どもの状況は置かれてしまうというこ
とを表現しています。
今日はあまりお話しできませんが、地域環境が
震災などで激しく壊れてしまったり、子どもの安
全を家庭だけでは守れない繁華街など危険な環境
での子育てでは、地域環境を補完するために社会
的支援がもっと必要になってきます。
次に、まだ完成している整理ではないのですが、
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みなさんと一緒に考えるために、現代の児童福祉
政策の特徴を6点にわたって整理してみました。
一つの問題提起ととらえて、いただければと思い
ます。
第1は、児童福祉政策の中で子どもへの直接的
な政策が少ないことです。
第2は、中島先生のお話で、地域福祉の中で今
若者支援が取り込まれはじめていることを伺いま
した。これまで児童福祉は地域福祉にはほとんど
入っていませんでした。今から7，8年前に私が
埼玉県児童福祉審議会会長をしていた時、埼玉県
の社会福祉計画を考えるにあたって作られた検討
会に埼玉県社会福祉審議会の会長が児童福祉の分
野を考える人が入っていないと言って下さり、加
わったことがありました。それまでの社会福祉計
画では、子どもの分野の支援が別に考えられてい
たのです。児童福祉審議会が別にあったことで、
かえって大人の社会福祉の在り方の議論に子ども
の福祉は入れてもらうことができなかったといえ
ます。児童福祉を一部会にするか、独立した組織
にするのか、自治体によって考え方は違いますが、
社会福祉全体の中で位置づけることと、固有の問
題として考えることの両方の視点が求められると
思います。いずれにしても21世紀に入っても、よ
ほど意識されないと地域での社会福祉計画に児童
福祉分野が入らない状況であったのです。
また、自治体の長期計画などでも、子ども政策
は家庭教育、義務教育、社会教育といった教育に
かかわる制度が中心で、それに就労支援を中心と
した乳幼児保育や学童保育といった児童福祉、子
どもに関する健全育成などといった地域支援が書
かれればよい状況といえます。高齢者に続き、障
がい者への対応が行われるようになった地域福祉
でも、1990年代から社会福祉協議会などでわずか
に地域子育て支援の取り組みがはじめられたくら
いで、子どもや子育て支援の取り組みはほとんど
地域福祉の中には入ってこない状況でした。
第3は、児童福祉分野は、対応がそれほど深刻
ではなく、量的な希望が多い事業というのを基礎
自治体に任せて、対応が深刻で専門性を要求され
る対象で、量がそれほど多くないと言われるもの
は、いくつかの自治体が共同して実施したり、主
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に都道府県や国の事業に委ねてきました。ですか
ら、現在のように問題が地域生活をしている人の
中でも深刻化な課題を抱えている家庭があったり、
対応しなければならない量が増えてくると自治体
では対応できなくなってきます。
第4に、児童福祉は介護保険や支援費の制度が
作り上げられた高齢者や障がい者分野と異なり、
措置と措置費制度が多く残った分野です。ですか
ら、措置や措置費に関わらない事業というのは費
用と利用者を自分で開拓し、また多くの場合に費
用を支払うのは保護者であるために、子ども自身
が求めている事業はなかなか取り組まれないこと
になります。
第5には、国家政策として少子化施策が中心の
取り組みになってしまい、子ども・子育て支援に
は向かいにくい特徴があります。政治のなかで最
も重視されたのが1990年代に入った少子化対策。
それに対して、ようやく民主党政権になったとき
に、子ども・子育てビジョンや子ども・若者ビジョ
ン策定の中で取り入れられたのが子ども・子育て
支援という視点でした。子ども子育てビジョンで
は、「チルドレンズ・ファースト＝子どもの最善の
利益」をその視点に取り込み、その後の取り組み
では、その視点を中心に展開するはずでした。こ
の点は、最近では選挙の争点にすらなっていない
という状況です。
第6に、自立支援です。児童福祉法制定50年の
1997年に児童福祉法を大改正したときに重視され
た自立支援は、施設の名称や、具体的施策を自立
支援と名付けたりしました。けれどもその結果、
実際は自立支援という形で対象者を追い込んだけ
れども、自立のために実施される地域での支援の
施策や、支援をする人は、増えていないという状
況です。
これが今の児童福祉の取り組み状況です。その
結果として、先ほど中島先生が報告されたような
若者の貧困とか若者達の厳しい困難をもたらして
きていると思います。おそらく、あとで林先生が
お話しくださることは、まさにそこにあるだろう
と思っています。
若者たちというのは、ちょうど家族を形成する
スタートラインのところです。このような状況を
図3
子育て世帯の地域での暮らしを支える
予防と回復支援の構築
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もたらすように児童福祉制度がつくられてしまっ
たということになると思います。その結果、この
図3に表れるような要支援のところに地域生活の
中で要支援の人が集まってしまうメタボ状態が今
日本の中で形成されてしまっているのです。加え
て、要保護対象者や世帯に対する地域での適切な
支援が、予防や回復という形で十分に整備されて
いません。地域で暮らす人達にとって、それがな
いということは、大変な問題です。
今日の報告は限られた時間ですので、詳細な説
明はできませんが、残された時間で、今年研究が
11年目に入った10代の親の暮らしを例にして、地
域で暮らす困難について検討したいと思います。
まず、思い出していただきたいのですが、先ほ
ど現代の子育て家庭の役割図の説明で、子育て家
庭を取り巻く周りのところに保護者の自己実現の
輪が薄くなっているという話をしました。実はこ
の図を作った初期にはこの輪はなかったのですが、
10代親と出会って一緒に活動していく中で、この
親自身の自己実現というのが、この10代親にとっ
て非常に重要なことなのだということに気付きま
した。
14歳で妊娠して出産した子どものケースで考え
てみましょう。その子は中学生の子どもですが、
出産すれば親になります。大人になる準備もせず、
心も体も生活条件もすべて子どものままで親にな
るわけです。子どもを産んだとたんに、親として、
しつけから自分がつらいときの子どもの世話まで
大人でも辛い対応を、子ども期に迫られていくこ
とになります。結果的にですが、10代の子どもが、
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そこで充実した子ども期を過ごす支えもなく、大
人としての対応するための体験や学習の機会など
の支えもなく、地域に親子で放り出されることに
なります。
この図4は、10代親の暮らしから見た子育て支
援の実態と暮らしの選択の展開です。私達も第1
期の10代親支援研究の科研を終了するときまで、
こうした構造もあまりわかっていませんでした。
地域生活は、基本的に家族に支えられていると考
えられており、特別な支援を作ってはいませんの
で、10代で妊娠した子どもに家族的支援がない場
合には、具体的には母子一緒に施設で暮らすか、
あるいは子どもと分離されて、子どもを社会的養
護の施設などに入れるかという子育て支援の構造
になります。先ほど中島先生のデータにもありま
したけれども、原家族自体が､ひとり親であったり、
あるいは子ども自身が施設で暮らしていたという
ようなケースもたくさんあるということが分かっ
てくる中で作り出した構造です。
しかし、10代で子どもを産んだ母親達が一体ど
のように地域で暮らしているかというと、現在は
一般施策として妊娠、出産、子育てのところでの
プログラムなどがバラバラとあります。しかし、
一番大きい問題は、性的な関係を持つときに妊娠
をしないための知識や、妊娠したかなという時に
きちんと相談できる体制や、また、その後も地域
で出産・子育てをしていく過程で、多様で、親密
な一貫したサポート体制がないということです。
子育てを自分たちだけで行っていくには脆弱な
家庭を支えていく、あるいは、そうした家庭で育
つ子自身を支えていくような人や場所やシステム
が非常に少ないのです。実はずっと繋がっている
のは、地域や市民グループ友人とか近所の人から
のインフォーマルな支援です。また保健センター
は母子健康手帳を交付に行った、交付してもらう
ために行って、丁寧な対応をしてもらった人は繋
がりますけれども、母子健康手帳をもらわなかっ
たり、転居したり、よいサポートを受けなかった
人は繋がらなくなっていきます。結果的には家族・
親族のサポートが受けられない人は、こういう仕
組みのなかで支援の仕組みからはずれてしまいま
す。
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研究は、第1期約6年間のまとめを踏まえて調
査票を作成し、今第2期の量的調査に入っていま
す。私どもが研究をしたその中で明らかになった
支援課題については、この12ページから13ページ
のところにまとめて書いておきました。あと残さ
れている時間、わずかな時間ですが、お話をした
いと思います。先ほど中島先生のお話が、具体的
にはこの10代の親の暮らしで具体的に表れてくる
と思います。以下、限られた時間内ですのでポイ
ントだけのくさせていただきますので、レジュメ
の番号とは必ずしも合わないことをご了承くださ
い。
第1は、妊娠を機に、あるいは妊娠前に学業を
中断しているということです。先ほど述べたよう
な高校中退あるいは不登校という形にして、多く
の場合に学校との関係はあまりよくない状況で出
産まで至った子どもがたくさんいます。
第2に原家族の問題を引きずっているというこ
とです。これは今、量的調査をしていますので、
そこではっきりしてきますが、第2期調査で、今
まで約30人と継続的な支援を続けてきました。こ
の中で約半数以上が、先ほどお話があったように、
ひとり親家庭で育っています。もちろん生活保護
の受給もかなり多い状況です。
第3に子どもの父もほとんどが若年です。そう
いう意味で若年の男女双方が問題を抱えて、新し
い家族を形成していくことになりますから、抱え
ている問題は更に深刻化します。
第4に結婚、再婚、それから、第2子、第3子
の出産、別れなど、10代親は、短期間に家族状況
を大きく変化させます。こういった家族イベント
を短期間に次々とやっていってしまいます。原因
は、おそらくコミュニケーション能力が弱いので、
粘り強く調整していくという力がないからではな
いかと思います。相手との調整が付かないとなる
とスパッと切ってしまって、次のステージに切り
替えます。
私はこれまで、東洋大学の人間科学総合研究所
を使って3年ほど、この10代の親達のグループ支
援活動をやってきましたが､その過程で来なくなっ
た10代のママから毎月のようにメールアドレスを
変えたという連絡が来ています。すぐ、にこれまで
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の関係をリセットした生活に行ってしまうので、
ワーカーとか、保健師とか公的な機関の人達とも
全然繋がっていない。繋がりようがないわけです。
特に、地域の子育て支援が自分たちを受容してい
ないと感じる場合は、10代ママはその活動への参
加を拒否します。
第5に今年、東京都保育士会と協力して10代親
への量的調査をかけています。10年前の調査では、
保育所からちょっと声を掛けただけで120人く､らい
のサポートきれている10代の親達が調査に協力し
てくれました。今回、私達は4,500枚のチラシ、調
査票を配布し、約1,300所の保育所に協力を求めて
郵送調査をかけましたけれども、今の段階で返っ
てきているのが70件です。それは認可保育所に入
れているlO代親が少ないと同時に、サポートをさ
れていたりお世話になっているから協力しなけれ
ばという意識がなかなか持てない、関係しか作れ
ていない状況で、保育所と共同の子育てをすると
いう関係には至っていないということです。
第6にアドボカシーについてです。保育園の入
園などの行政手続きなど当然ですが高校中退者な
ども多いので、なかなか行政支援を使うところに
たどり着くことができません。自分の状況を適切
に話すには、「○○を話さないと伝わらなよ」「○
○を話たらいいのではないの」というような10代
親と行政担当者の間を通訳的に繋ぎアドポケイト
する人が必要になっていきます。また、面倒なこ
とは回避していく、見ないようにしていく傾向が
あります。その結果、自分たちがやれること、自
分がやれることっていうことで暮らしを調整して
いきますので、具体的にはキャバクラや夜の仕事
へのハードルが非常に低くなっていってしまいま
す。そこで今は何とか暮らしていくのだけれども、
数年経つと、なんとか回わっていた子育てや家族
の暮らしが、夫が遊び始めたとか、失業したとか、
暮らす場がなくなったとかが発生して、離婚や、
別居、DVなどが発生してしまうことになります。
先ほど中島先生の話の中でもありましたが、重
要なことはいろんな支援機関のネットワークが重
要であるということと、軽い子育て支援からより
重い保護的な支援までを用意していくことが重要
です。先ほど中島先生のお話しに生活保護世帯の
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相談者が非常に少ないという話がありましたが、
10代のママたちに聞きますと、多くの子が、「役所
になんか行かない。相談に乗ってくれるわけない
から」と言います。
ある自治体で今ちょうど生活保護を受給してい
る母子家庭の自立支援のシステムの開発研究をし
ているのですが、外部委託して生活保護から自立
しようと考えている人たちのための相談機関をつ
くってみたけれども半年経っても1人しか相談に
来ないという状況にあることを聞きました。対象
を限定した事業では、なかなかハードルが高くて
入れないのかもしれません。けれども大勢の事業
の中では周りとの関係が取れないので行かないと
もいいます。どこで出会い、どのように支援をす
れば安心した関係が形成できるのかということが
課題なのでしょう。寄り添っていくということな
のですが、一体、地域で誰がどのように継続的に
寄り添っていくのか、インフォーマルとフォーマ
ルを含めて地域でこうした仕組みを作り出してい
くのは重要であるが、難しい問題だと思っていま
す。以上です。
小林：ありがとうございました。先ほどの中島先
生のお話とマッチする論点も幾つか出てきたと思
います。続きまして、林先生、お願いします。
林：林です。よろしくお願いいたします。先ほど
自己紹介をした際にもお話ししましたように、私
は、ずっと大学時代から、1994年く、らいからです
けれども、子どもの権利条約の普及・推進活動に
20年近く関わっていて、大学を出たあとも子ども
系のNPOに携わっていました。地元は私、東京都
町田市で、町田市は障害児・者を学校の中で受け
入れるということをやっている自治体です。大学
卒業後は、障害児を受け入れるための仕事として、
障害児介助員として3年間働きました。私は車椅
子の子を4，5，6年と受け持ちました。受け持っ
た子は小児マヒで肢体が不自由なだけで、体が小
さかっただけなので、6年生のときには児童会長
をやっていました。（障害児介助員は）結局は学校
の中にエレベーターとかエスカレーターを設置す
るく､らいだったら、マンパワーを1人雇って教室
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移動させたほうが安いだろうというような位置づ
けだと思いますが、そのときでも40人<、らいの同
じような立場の方が市内の公立小中学校にいまし
た。基本的にそういう意味では、私は、ずっと外
でというか、中で研究するというよりは、チャイ
ルドラインもそうですが、基本的に現場でいろい
ろと活動することばかりでした。そうした中、文
部科学省が、ちょうど官民連携をやりたいという
ことで、2011年の民主党政権になったあとの流れ
の中で、官民連携、NPOの立場から、初めて外部
の立場で、生涯学習政策局に専門職という形で文
部科学省に入りました。ちょうど震災が起こった
時期であり、被災地でNPOと教育委員会、学校と
かと、どう繋ぐ､のかというところの調整役や、ま
たは現地のNPO、東京とか被災地以外のNPOと現
場をどう繋ぐ、のかということを基本的にはずっと
やっていました。そういう意味では、結構、現場
系をメーンにしてやっていましたたので、今回、
研究という慣れないところに足を踏み入れたとい
うところもあります。そのため、どうくらい専門
的にお伝えできるかどうかは定かではありません
が､今回､子ども･若者のところで｢貧困｣をキーワー
ドにした現状の課題といったところを少しお話し
させていただこうと思います。ちょうど先日の6月
に、内閣府が、この「子ども・若者白書』を出し
ましたので､この資料を基に「困難を有する子ども・
若者の現状」といったところを見ていきたいと思っ
ております。まずは最初、子どもの現状の話です。
先ほどの森田先生の話の中でも自己肯定感の話と
かが出てきていますしたが、子どもの置かれてい
る状況として、毎日1.4人の子どもが自殺し、虐待
で3日に1人亡くなっている。孤独を感じている
子どもが3人に1人いて、自己肯定感が低いとい
う子どもが他の国と比べて非常に多いということ
は従前から言われており、皆さんもご承知のこと
だと思っています。その中でいろいろと子ども達
を取り巻く環境は貧困問題もそうですし、世代間
格差、この間の参院選やその前の総選挙でも貧困
の問題、多少争点にはなりつつも民主党政権に対
するいろんな批判も含めて、どうしても自民党の
ほうが勝つという流れの中では、まだまだ子ども
施策というものが、全然重要視されていないと言
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えます。その中で子ども･若者の貧困の実態ですが、
今日お配りさせていただいている資料の16，17，
18ページにグラフと簡単な説明が書いてあります
ので、そちらも併せて見ていただければと思いま
す。子どもの相対的貧困率ですが、1990年代半ば
から上昇傾向にあります。2009年には15.7%という
ことで全体の貧困率にほぼ近いというか重なりつ
つあります。その中で更に子どもがいる現役世代
の全体の相対的貧困率は14.6%ですが、そのうち
の大人1人の子どもを養育している家庭の貧困率、
｢ひとり親家庭」と言われているところの相対的貧
困率は50.8％ということで、大人が2人以上、お父
さん、お母さんの2人いる、または祖父母がいらっ
しゃるというところの貧困率と比較すると、ひと
り親家庭は経済的に困窮するということが、ここ
のグラフからも見て取ることができます。また、
その中で子どもの貧困率ですが、日本の子どもの
相対的貧困率は、OECDに加盟している30カ国の
中では12番目に非常に高く、OECD平均を若干上
回っております。子どもがいる現役世帯のうち大
人が1人の世帯相対的貧困率もOECD加盟国中、
最も高いということで、ちょっと図が見にくくて
申し訳ありませんが、子どもがいる、ひとり親家
庭の相対的貧困率は58.7％ということになっていま
す。日本に続いて相対的貧困率が高いのはアメリ
カで47.5％、平均が30.8％ということです。ちなみ
に相対的貧困率が低い国はデンマークが1位です。
そして、ノルウェーとかスウェーデンという北欧
の国は相対的貧困率が非常に低い。子どもの貧困
率のほうも低いということを見て取ることができ
ます。ここまでが一通り貧困の話になりますが、
それとともに貧困家庭の話で、先ほどの中島先生
の話の中でも就学援助の件とかも触れられていま
したけれども、経済的な理由によって就学困難と
認められて就学援助を受けている小学生・中学生
は、10年間で年々増加をしております。就学援助
率は右側にありますように、2010年で15.3%とい
うように、この10年間ぐらい比較する中でも、5
ポイント以上増えてきております。これは今、少
子化と言われていて子どもの数が減っている中で、
就学援助率が高まっているということは、それだ
け子育てしている家庭の経済的状況が非常に課題
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になっているということです。この就学援助を受
けている家庭は全部で155万人ということになりま
す。あとは今、子どもの就学中の小中学生の「小」
の部分を見ていましたけれども、更にそれよりも
少し上の年代の子ども・若者の貧困の実態のとこ
ろを見ていきますと、まずは15～34歳までです。
いわゆる「ニート」と呼ばれている若年無業者は
63万人となっております。15～34歳の人口に占め
る割合が2.3％で、今、緩やかに上昇をしていると
言われています。こちらに足せばよかったんです
けれども、一番左側の棒グラフのところの中で、
平成24年、2012年のときのそれぞれのニートの割
合が書いてあるんですけれども、一番上の21になっ
ているオレンジ色の部分、定義上はl5～34歳を若
年無業者としていて、35～39歳は、そこには含ま
れてはいないんですけれども、参考値として入っ
ています。と言いますのは、平成24年で21%、一
番上のところが若年無業者なんですけれども、要
は1年ごとに歳を取っていくということですので、
この15～34歳も、ある意味、5年前の2007年のと
ころになると、そのとき、緑色の棒グラフのとこ
ろの割合に入ります。そうすると、その当時2007
年の時点での30～35歳ですが、つまり、2012年の
35～39歳の無業者の割合は19%になります。19%
が21%に2ポイント上がっています。同じように、
緑色の18ポイントになっている30～34歳は、5年
前は18ポイントでしたので、ここはあまり変わり
ません。その次の20～24歳は、18ポイントのとこ
ろが、5年前は16ポイントで、18のところがl6zif
イントです。オレンジ色、20は飛ばします｡25~
29歳の18ポイントが、5年前は16ポイントです。
そして、オレンジ色、20～24歳の今17ポイントが、
5年前は9ポイントというように、大体5年前と
比べれば、その世代が歳を取るごとに、無業者の
割合というのが増えていると思います。更にそれ
を5年、更に10年前、15年前を見てみると増えて
いるのが年々、その世代の無業者の割合が増えて
いるというのが見て取れますが、これだけ経済状
況の子どもが減っているとか言われている中で、
その割合が増えているというところの背景はどこ
にあるんだろうなと感じられています。それとと
もに15～34歳のフリーターが、先ほど中島先生の
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話にありましたけれども、フリーターの数が180万
人で、15～34歳の人口に占める割合が6.6%とい
うことです。フリーターは今まで景気の悪化を背
景に増加傾向にあり、24年以降は減ってはいます
けれども、25～34歳のフリーターの層が2009年以
降増加をしているというところも言われています。
そうした中､2000年代後半においてニートやフリー
ターの数が引き続き高水準で増えていくというと
ころや、子どもや若者の抱える様々な問題が相互
に影響し合って複雑化しているのではないかとい
うところの中で、子どもへ及ぼすいろいろな影響
を危'|具する声が聞かれるようになり、2008年には
｢青少年育成支援大綱」というものが策定されまし
た。その策定後にできたのが「子ども・若者育成
推進法」で、2010年4月に施行されています。こ
の中で、子ども・若者サポートステーションの件
は、また後ほどお話をしますけれども、今までニー
トとか、フリーターとかが、きちんと盛り込まれ
ることがなかった中で、若者推進法の中で総合的
に推進していこうとなり、また、社会生活が円滑
に進む上で要する、そういった子ども・若者を支
援するためのネットワークの関係諸機関を連携し
て、福祉の分野は、どうしても厚労省管轄が非常
に多かったところの中で、それではだけではなく
て学校であったり、文部科学省として枠組みを使っ
たり、更には、その外側で活動しているいろんな
団体とかNPOというところを巻き込んでいくと
いうのが大きなところだったんだろうなと思いま
す。私は元々の分では詳しくはわかりませんが、
厚生労働省の中でも厚生分野と労働分野が一致連
携するというところも、厚生省と労働省のところ
の中で、省庁再編のところで一緒になってはいる
ものの、そこの垣根を超えて一緒にやるというと
ころの意味は非常に大きいのではないかなと感じ
ています。そういう方針を国としては立ててはい
て、それをどう地域の中で生かしているのかとい
うところが今後の大きな課題にはなってくるので
はないかなと思っています。その中で最近、子若
法を受けて、先ほど中島先生の話の中で出ていた
のでは、社会保障審議会の「生活困窮者の生活支
援の在り方に関する特別議会」の話がありました
が、第2次安倍内閣の流れの中での話ですが、稲
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田再チャレンジ担当大臣を担当大臣として、若者・
女性活躍推進フォーラムというものが昨年の5月
に「我が国の若者・女性の活躍推進のための提言」
というものを出していて、そこが1つまとめたも
のが、このポンチ絵になります。我が国の若者・
女性の活躍推進フォーラムは、むしろ「女性手帳」
のほうで話題になっていたので、ここの部分はあ
まり取り上げられることはありませんでした。こ
この中の右側の3のところの「企業ニーズに合っ
た社会人学び直しの推進」というところがありま
す。このタイトルからすると読み取ることが非常
にできにくいのですが、これを受けてつくられて
いるのが、今年の6月14日に、日本経済再生本部か
ら「日本再興戦略ジャパン企画」というものです。
そこの中での学び直しのスキームにおいて、ニー
ト、フリーターの学び直しというものが一応盛り
込まれています。そこの中では若者ハローワーク
の充実とか、地域レベル、産学官コンソーシアム
の卒業生による就職活動を高める訓練コースとか、
フリーター等の正規雇用化の支援とか、ニートの
就労支援を実施するということであったり、再雇
用戦略の、36ページのほうで、若者等の学びの諸
支援のための奨学金制度の弾力的運用や雇用保険
制度の見直し等を行うというように、ニート、フ
リーターの人を対象とした学び直しのことについ
て、政策としてまめることが全省庁的なものとし
て今進められているところであります。そういう
意味では、今年の社会福祉審議会の話では、どう
しても厚労省のスキームになってしまうのですが、
そこから出たところに省庁を超えた枠組みとして
第1次安倍内閣時代の再チャレンジと、今回のこ
こで言う我が国の若者・女性の活躍推進のための
提言というものが関連しているのかどうかは、ま
だ定かではないと聞いています。高校中退であっ
たり、大学に行ったけれども、大学を中退してい
る人、または就職がうまくいかなくてニートとか
フリーターになっているという方に対しての学び
直しの部分を、一応、国としては、政策の中では
各省で検討を進めるように、という指示で行われ
ています。そして、先ほど中島先生の話にもあり
ました地域若者サポートステーション事業という
ものも、学校といかにして連携をするかというと
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ころが今言われています。全国に今160ケ所、地域
若者サポートステーションが北海道から沖縄まで
あって､東京は10ヶ所〈、らいあり、活動しています。
その中での相談支援事業としてはキャリアコンサ
ルタントによる専門の相談であったり、職業的自
立支援プログラムの作成とか、そのためのプログ
ラムの実施というもの、またはサポステと学校連
携推進というものを行うということやってきてい
ます。または若年労働者向けの集中訓練というも
のの合宿等も行われていますが、地域若者サポー
トステーションも昔の事業仕分けの影響を受けて、
合宿が中心になって、効果は計りにくい、単年度
で合宿に3ヶ月間参加したからといって、半年後
に全員が就職できるかというと結構難しいとは思
います。そこの部分は丁寧に時間を掛けてやって
いかなければいけなくて、それは教育効果も常に
そうですけれども、教育の効果を計るにはそんな
1年後に、ただのペーパーテストでの点数とは違
いますので、非常に難しいのですが、ここで丁寧
に活動している部分は大丈夫だなと思っておりま
す。ただ、ここの中でも学校と地域若者サポート
ステーションとの連携と書いてありますが、そも
そも高校中退する子どもとかもいる中で、学校に
行っている間は、まだ学校の先生との繋がりがあ
るんですけれども、学校を出てしまうと、その子
との連絡手段も全然取れなくなってしまうという
のが非常に大きな課題で、逆にどうやってそこと
連携していったらいいのかというところが1つあ
ります。また、学校側としても進路指導とかする
中で就職率とか進学率は出すけれども、要は卒業
するまでの間なのです。卒業してしまったら、卒
業生に対してもそこの連携は取れなくなっていま
すので、学校はどうしても年度で動くというとこ
ろの中では､卒業すると卒業生の後追いができな
い、繋がりを継続していくのが難しいということ
が言われています。そういう意味では今、NPOが
学校の中に入って、先ほど中島先生の話にあった
職員室の中でNPOが机を隣に置いて、その窓口を
行うということがありますが、高校に進学した1
年生の時点でNPOの方、キャリアコンサルトとい
うよりは就職支援の進路指導のような話を学校の
先生以外の人と話をすることによって、例え高校
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を中退したあとでも、そのNPOと繋がれるきっか
けとか、そういう存在がいるんだよということを
高校にいる間から持っていることが大事だなとい
うことを今言われており、結構そういう取組を都
立高校で、例えば、立川の秋留台高校ってありま
すが、そこは「育て上げ」ネットと一緒に入り込
んでやっています。ただ、そういう活動をやって
いても、NPOに出るお金にもすごく制約があって、
ほぼボランティアでやらざるを得ない部分があり、
すごく難しいのですが、まずは受け入れてくれる
学校がどこまであるのかというところが今課題に
なっています。社会保障審議会の特別部会の中で、
そういった形の中で学校教育段階から、貧困家庭
の子どもについては学校教育の段階からアプロー
チをしていくと。教育分野、精神保健分野、労働
分野、福祉分野が一体化となって取り組むことが
重要ですよと･若者に対する相談支援、就労支援
は重点的に取り組むことが必要ということが言わ
れているところです。そういう意味では、何度も
言いますけれど、厚労省だけの枠組みでやるので
はなくて、社会全体が総掛かりとして取り込むこ
とが、この分野はどうしても必要になってきてい
ますし、その中でどうしても脆弱な体制になって
いるNPOがどう入って一緒にやっていくことがで
きるのかという部分はこれからの課題で、そこに
対して、こういった学会も含めて、どうやって後
押しをしていけばいいのかということを、今後は
私自身も研究していきたいなと思っています。あ
りがとうございます。
司会：ありがとうございました。林先生からは、
教育と福祉の間の硬くなってしまっている垣根を
どうやって崩していくか、ネットワーク化するか
という課題があると思いました。では続きまして、
後藤先生お願いします。
後藤：日本大学の後藤です。今日は報告の機会を
いただきまして、ありがとうございます。先ほど
中島先生のご報告がありましたけれども、基本的
に私も生活困窮者自立支援法に絡めて報告をした
いと思っていますが、生活困窮者支援法というの
は、先ほどの報告を聞いていただくとわかります
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ように、ある種、予防的なプログラムなわけです。
私の今回のテーマは、「ホームレスと自立支援」と
いうことで、そういった予防的な機能が働かずに
ホームレスになってしまった人達を対象にしてい
ます。そういった人達の自立をどう支援していく
かということになりますので、若干切り口が違う
ということをお断りしておきたいと思います。そ
れから、先ほど森田先生が地域福祉の中に子ども
のことが全く含まれてこなかったとおっしゃって
いましたけれども、それ以上におそらく、ホーム
レスの人達というのは地域福祉から排除されてい
まして、町内会でもホームレスがいるんだけどど
うしょうみたいな、どうやって排除しようみたい
な、そういった議論がずっと続いていて、今も、
もしかしたらあるかもしれないんですけれども、
やっと地域福祉という観点からホームレスも含め
た生活困窮者をどう支援していくかということが
議論され始めた段階なんだろうと思っています。
今日の私の報告は、社会的弱者とカテゴライズき
れる人々の中でもホームレスと呼ばれる人々に焦
点を当てて、彼らがその存在から「脱却」．自立
をしていくために求められる視点及びその支援の
方法について検討するというのが目的です。本報
告では以下の構成によって報告を進めていきたい
と思います。1番目は、ホームレス問題の概容と
支援の課題について整理をしたいと思います。2
番目は、ホームレス問題とその「脱却」を捉える
視点及び支援の方法について検討します。3番目
の内容は、この2番目の内容を踏まえまして、私
が関わってきました民間支援団体の取組の事例を
検討して、ホームレス状態を「脱却」した人々の
支援の在り方について示唆を得るというのが内容
になります｡4番目の内容は、社会的弱者への自
立支援の在り方について、1，2，3の議論を敷
桁（ふえん）して検討するというのが最後のまと
めになります。それでは、1番目の内容に入って
いきたいと思います。まずは、ホームレス問題の
概容と支援の課題について整理をしたいと思いま
す。ホームレス自立支援法という言葉が先ほどか
らずっと出ておりましたけれども、ホームレスの
自立支援等に関する特別措置法というのは2002年
に成立しまして、これは、議員立法による10年間
第9回大会の記録(2013年8月)/シンポジウム「社会的弱者と自立支援をめく、って」
の時限立法です。先ほど中島先生の報告にありま
したように、これは、5年間の延長が決定してお
ります。この法律がなぜできたのかというのは、
当然のことながらホームレスの人達が増加してき
たということでして、グラフを見ますと、トップ
は2003年で25,296人であります。ここから、急激に
人数が減っていきます。ただ、このグラフを見る
とき注意しなければならないのは、ホームレスと
いう言葉の定義になります。ホームレスという言
葉は、多くの方が路上生活をしている方を指すも
のと捉えがちで、実際ホームレス自立支援法の中
でもそのように定義をされています。ただし、家
を失った人というのは路上に寝ている人だけに限
らず、最近だとネットカフェ難民であるとか脱法
ハウスなんて言葉がありますけれども、ゼロゼロ
物件もそうですけれど、そのようなところに住ま
わざるを得ない居住が不安定な人達も含まれるわ
けです。日本は、なぜかホームレスを路上生活者
に限定して定義してしまったがために、このグラ
フは路上生活者の数だけを示すものになっていま
す。そのような問題はありますが、本日はそれは
それとしてお話を進めていきたいと思います。も
う1点、注意しなければならないのは、全国的に
調査方法を統一して調査をしたのは2003年以降で、
それ以前というのは自治体によって調査方法がバ
ラバラです。なので、東京都のデータを見るとわ
かるように、4,300,5,800,5,600という区切りのい
い数が出ています。ホームレス支援法が2002年に
できたわけですけれども、ホームレス対策がこれ
以降本格化していきます。自立支援センターとい
うのが大阪や東京といった大都市につくられ始め
たのが2000年以降のことですし、ホームレス支援
においては生活保護が大きな比重を占めているわ
けですけれども、運用が改善されました。契機と
しては、2008年12月から2009年1月にかけていわ
ゆる「派遣村」があり、このあと立て続けに厚生
労働省のほうから2つの通達が出されます。この
ことをふまえてグラフをみますと、2008年以降に
ホームレスが急減していることがわかります。そ
れから、東京都の自治体での取組を見てみますと、
地域生活移行支援事業と呼ばれる、ホームレスの
方に3,000円で2年間アパートを貸しますという事
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業、そして先ほど報告にありました、TOKYOチャ
レンジネットというものが自治体レベルで行われ
ていまして、こういったことの取組により、先ほ
どのグラフに見られるように、ホームレスの数が
減少してきたというのが、この間の成果でありま
す。ただ、この間､ホームレス支援が拡充してきて、
あるいは改善してきたことによって、ホームレス
対策は新たな課題に直面することになっています。
それは何かと言いますと、ホームレス状態を「脱
却」したあとの生活をどう支えるかということで
す。ホームレス支援というのは、路上から畳に上
げるということをもってゴールと考えられがちで
すけれども、私の支援の経験から言いますと、そ
こからが勝負で、先行研究にもありますように
様々な生活上の課題を抱えられているにも関わら
ず地域の中で孤立している人がたくさんいるわけ
です。こういった状況が何を引き起こすかと言い
ますと、1つの帰結として再ホームレス化に至る
ということがあります。具体的なデータを見てみ
ますと、自立支援センター退所者の19.3%が再ホー
ムレス化しているというデータがあります。それ
から、これは東京ですけれども、自立支援センター
の退所者の4割が行方不明になっているという報
告もあります。先ほど紹介した東京都が過去に
行った地域生活移行支援事業、3,000円で2年間ア
パートを貸しますという事業だったんですけれど
も、結果を調べてみると13.4%の人が再ホームレス
化しています。こうしたことを考えますと、ホー
ムレス状態を「脱却」した人々に対する自立支援
というのが非常に大きな課題となっているという
ことがわかります。それでは2番目の内容ですが、
ホームレス問題と「脱却」を捉える視点及び支援
の方向について検討するということです。ここで
はこのホームレス状態を「脱却」した人々の何人
かが再ホームレス化しているということをどう捉
えるのか、そこにどういう理由があるのかという
のを検討するために、ちょっと遠回りかもしれま
せんが、貧困概念というものの捉え方をここでお
さらいをしておきたいと思います。リスターとい
う人は、「貧困は不利で不安定な経済状態としてだ
けでなく屈辱的で人々を蝕むような社会関係とし
ても理解されなくてはならない」と述べています。
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このように近年、貧困概念は社会的排除という観
点から捉えられるようになっています。その中で
阿部彩先生が実証研究をしてるのですが、そこで
わかったことは、経済的な排除、経済的な理由以
外で排除されていることが多い次元の排除、例え
ば、社会関係の欠如や社会参加の欠如等が重なっ
て生じている場合、経済的な排除への対応、つま
り、所得の保障をしたとしても、それ以外の次元
の排除への対応とはならないと述べています。つ
まり、貧困対策というのは単なる所得の保障に留
まらず、同時に関係的な側面への支援が求められ
ているということになります。こうした観点から
先ほどのホームレス状態を「脱却」した人々の少
なくない人が再ホームレス化ということを捉える
と、所得の保障だけではなくて、そういった人達
に関係的な側面の支援が求められているというこ
とになります。それからホームレス問題を捉える
ときにもう1つ大事なことは、自分自身の排除で
す｡我が国のホームレスの多くはホームレスになっ
た理由として自分自身の失敗をあげます。つまり、
自分が悪かったからホームレスになったんだと捉
えているということです。これと同時に、貧困や
ホームレスに注がれる社会からの非難のまなざし
が、彼らへ自身にも内面化しているということを
岩田正美という人は言っています。つまり、ホー
ムレス問題というのは所得の保障プラスの人間関
係的な側面への援助、プラス自分自身の排除とい
う側面に対しての支援をしていかなければならな
いともいうことになります。以上の議論をまとめ
ましたのがこの図です。ホームレス状態というの
は今ここ（真ん中）にあるんですけれども、まず、
ホームレス状態に至るプロセスでは、職業・住居
の喪失があります。それと同時に、社会の構成員
としての存在証明から排除されているという側面
があります。多くの場合は、ホームレス問題とい
うのは､ここの部分でしか見られないのです。ただ、
再ホームレス化という現象を解くためには、ここ
だけを分析していてはだめで、親密な人間関係か
ら排除され、または離脱していくという側面や自
尊感情を喪失して自分自身を排除していくという
側面をみていくことが不可欠となります。これら
の問題が複雑に絡み合ってホームレス状態という
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のに陥っているということです。結論的に言いま
すと、今までここの部分（職業・住居の喪失）し
かホームレス対策というのは見てこなかったので、
ここの部分（親密な人間関係からの排除、自分自
身からの排除）をきちんと支援していくことによっ
て再ホームレス化というのは防げるのではないか
というのが仮説として言えるわけです。今からお
見せするデータは、ここの部分のデータです。ホー
ムレス状態にある人が親密な人間関係から排除・
離脱していくという側面を示すもので、簡単なグ
ラフですけれども、これはホームレスの家族への
連絡の有無を見たものです。全国調査は2003年、
2007年、2012年の3回行われていますが、ホーム
レスの家族の連絡の有無を見ますと80％弱の人が
家族の連絡がないと答えています。ここで注意し
なければならないのは、家族から排除された人と、
顔向けができないから家族から自ら離れてきた人
がいるということです。自分から排除、自分から
関係を絶ってきているというような人達もいると
いうことです。いずれにせよ、8割弱の人達が家
族との人間関係がなくなっている。それから、こ
れは住居不安定就労者（ネットカフェ難民）のデー
タですけれども、悩みごとを相談できる人はいま
すかという質問に対して、年齢が上がるにつれて
相談できる人はいないと答える人が多くなってい
ます。35歳以上ですと5割弱の人が相談できる人
はいないと答えています。私が行った調査の中で
は、ホームレス状態を「脱却」した人々が以下の
ようなことを言っています。「僕なんかがそうなん
だけれども、仕事がなくて毎日こうやって生活し
ていたら何のために生活しているんだろうという
ふうに疑問になる人がいると思うんです。ただ生
かされているだけという感じで｣。何が言いたいか
というと、ホームレス状態を捉えるというのは、
この3つの側面を同時に捉えなければいけない、
社会的に排除されたこの3つの側面を捉えなけれ
ばいけないということです。そのように考えます
と、ホームレス状態から「脱却」するというのは、
第1段階として公的な施策による支援、就労や居
住、社会制度による収入を確保して、フォーマル
な社会の構成員として資格を回復していくという
側面、これは「形式的な脱却」の支援になります。
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プラス日常生活における親密な人間関係の形成を
して、更に自尊感情を回復していくというような
視点が求められる。そのために必要なのは、私が
着目するこの「場」というものです。親密な人間
関係が形成できて、そこに対する帰属意識を醸成
して、自尊感情を回復していくような「場」を提
供するというような支援が必要となってくると思
います。これを形式的な脱却の支援と対比きせて
｢実質的な脱却」の支援になります。ホームレスの
自立支援というのは、ここまでやって初めてゴー
ルになるというのが私の主張です。それでは3番
目の内容です。2を踏まえまして民間支援団体の
取組の事例を検討して、今後のホームレス支援の
在り方について示唆を得たいと思います｡私がずっ
と活動してきましたのは、山谷にあります認定N
PO山友会という団体で、山友会の事業としては
以下のものがあります。ホームレス状態になる、
もしくは｢脱却」した人々に対して山友クリニック、
ボランティアの医師による無料医療の提供。私が
勤めていましたのは相談員による生活相談支援を
行う部署で、それ以外にも炊き出し･アウトリーチ、
食事類の日用品等の提供、無料低額宿泊所を行っ
ています。それから、これらの活動をするにあたっ
てホームレス状態を「脱却」した人々をボランティ
アとして受け入れています。このことは、あとで
かなり重要になってきますので覚えておいていた
だければと思います。これが写真で、ここは入口
ですけれども、この前に椅子がズラッと並べられ
ていまして､元ホームレスの方もいれば現役のホー
ムレスの方もいます。今、隣の建物を買いまして
無料で集える場所をつくっています。山谷には現
在約3,000人の人が生活保護を受けて生活をしてい
るんですが、自由にここに来てお茶を飲んだりし
ています。椅子が並べられて、誰でも気軽に立ち
寄られるようなスペースを確保していまして、現
にホームレス状態である人々とかホームレス状態
を脱却した人々らとともに、山友会のスタッフや
ボランティアが日々交流しています。この空間を
中心とした山友会全体を｢場｣として捉えています。
次に当事者の語りから見る山友会という「場」の
意味付けなんですけれども、2008年<、らいにこの
ような調査をしました。山友会を利用するホーム
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レス状態を「脱却」した人々に対して行ったイン
タビュー調査と参与観察。それから、インタビュー
の対象になった人々の日々の支援活動の記録の収
集。それから、他地域で「場」を提供している民
間支援団体のヒアリングです。調査の結果として
わかったことはどういうことかと言いますと、別
紙のとおりです。ここでは、山友会という「場」
の意味付けというところを見ていきたいと思いま
すけれども、例えば、このAさんは山友会という
｢場」をどういうふうに意味付けているかというと、
｢誰かと話をできる人がいれば、同じような境遇の
人がいるし、多少は気分が違いますから、みんな
形だけでも仲間の輪みたいなのがあると、和らぐ、
んじゃないですか」とかそんなふうに意味づけて
います。それから、このBさんのところは、この山
友会の意味付けのところが2段になっていますけ
れども、この2段になっている人は山友会でボラ
ンティア活動をしている人で、その意味付けを2
段目に記しています。ボランテイアをどのように
意味づけているかというと、「少しでも役に立ちた
いなんていう思いがあるし、そういうのがあると
生活にも張りにもなる」と述べています。Cさんも
｢生活に張りができるし、いろんな人と知り合いに
なれるじゃないですか、少しは役に立っているか
なという感覚ですし、ありがとうっていうのが気
持ちいい」と述べています。エビデンスとしては
十分ではないかもしれませんけれども、調査結果
を見ますと、山友会という「場」で当事者同士の
距離を置いた親密な人間関係が形成されていると
いうことが言えるのではないかと思います。それ
から、山友会という「場」で他者とともにボラン
ティアという役割を持つことによって、ある種の
自尊感情の回復がもたらされているということが
言えるのではないかと思います。これらの結果を
まとめますと、ホームレス状態の「脱却」の段階
が、「場」を利用することによって進みつつあると
いうことを示しているというふうに考えられます。
つまり、実質的な脱却が実現できているというふ
うに考えることができるのではないかと思います。
最後に、まとめになりますけれども、社会的弱者
への自立支援の在り方について、これまでの議論
を敷延して検討するということなんですが、社会
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的弱者、ここでは生活困窮者と同義で捉えますけ
れども、先ほどの報告書にありますように社会保
障審議会、「生活困窮者の生活支援の在り方に関す
る特別部会」の報告書の中では、社会的弱者の現
状として経済的困窮を挙げています。プラス家族
などの繋がりの喪失、将来への展望の喪失、地域
社会の基盤の脆弱化というのを挙げています。私
が説明してきた、まさにホームレスの人達が持っ
ているような問題が端的に書かれているというふ
うに考えます。ただ、生活困窮者の相談支援の流
れを報告書の12ページから見てみますと、ここに
生活困窮者がいまして、来所・訪問を紹介して、
新たな相談支援事業が立てられて、相談･スクリー
ニングが行われて、アセスメントが行われて、支
援計画が立てられて、必要によっては福祉事務所
等を経由して、集結していくという流れになって
いますけれども、私がこれまで持ってきた問題関
心や研究関心から考えますと、この間、生活困窮
者はどこにいるのかということです。おそらく自
宅にいるということになるんでしょうけども、孤
立したまま留め置かれているのではないかと危倶
します。この人達が人間関係を形成して自尊感情
を回復できるような「場」がこれとは別に用意さ
れていないと、本当の自立はあり得ないだろうと
考えています。生活支援の報告書の中には、そう
いったことはいちおう記述されていますが、具体
的なことは何も触れられておりません。生活困窮
者の生活支援を考えるに当たっては、そういった
視点からの問題認識とそれを支援するための仕組
みが不可欠であると考えています。以上です。あ
りがとうございました。
司会：ありがとうございました。ネットワークの
lと2の3の関係についてのお話でしたが、3の
ところにどういう支援の仕方があるかという、い
くつかの原則をお話しいただいたと思います。更
に丸山先生からお願いします。
丸山：お手元にA4判で裏表2枚の資料があるかと
思います。私は障害を持つ人達の生活支援の視点
から、いくつか話題提供ができればと思っており
ます。
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先ほどから出ている生活困窮者という視点から
考えると、障害を持つ人達の生活実態というのも
非常に貧困状態にある人達が多いということは以
前から指摘されています。厚生労働省は5年に1
回、身体障害のある人、また知的障害のある人
を対象に実態調査をしていました。これらが障
害者自立支援法で障害の一元化ということに伴っ
て、この実態調査がなくなり、平成23年に新しく
｢生活のしづらさに関する調査」という形で変わ
りました。先ごろ6月28日に、その新しい23年調
査のデータの公表がありました。その中では地域
で暮らす障害者の、25％の人達が収入で6万円か
ら9万円程度。そして、全体の地域で暮らす人の
50％が月平均12万円以下の収入になっています。
これは障害年金等も含めた数字ですので、在宅で
暮らしている人の半数が12万円以下という実体で
あり非常に厳しい状態であるということが言えま
す。先ほど話題に出た生活保護世帯の中でも障害
者は傷病者と一括りにされますが、一般的に障害
を持っている人がいる家庭とそうでない家庭を比
較すると、約5倍程度の開きがあると言われてい
ます。そういったところから見ると、障害を持つ
人を家族に抱えている世帯及び本人の生活の貧困
状況というのは非常に厳しい。
先ほどの生活のしづらさ調査のデータもそうで
すが、障害を持つ人が全て障害者手帳を取得して
いたり、サービスを受けるために自分が障害者で
あるという認識をしているわけではありません。
先ほど先生の話の中でもありましたけれども、障
害を持っているという自覚がない人が非常に多い
ようです。同じく平成23年の生活のしづらさ調査
の中で、実際に移動や社会生活その他の場面で生
活のしづらさを感じている人のうち、15%の人が
手帳を所持していないということがわかっていま
す。これは難病や発達障害等で手帳が取得できな
い谷間と言われた人達も含まれているはずです。
しかし、地域でいろいろな人達と接していても、
明らかに障害を持っていても、特に知的や精神障
害等々の自覚が非常に少ないという人がいる、そ
ういう事実があると思われます。
そうした中で障害者総合支援法は、障害を持つ
人達の福祉に関して主に「施設入居者の地域生活
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への移行」や「入院中の精神障害者の地域生活へ
の移行｣、「福祉施設の福祉就労から一般就労への
移行」という3本の柱を基本指針に挙げて、各自
治体で障害福祉計画の策定をしていただいたとこ
ろです。その背景には地域移行や脱施設化という
視点も入っていますが、現実にこの数値の中では
平成17年の施設入所者から平成26年度末まで3割
が施設を離れて地域に移行し、数字上は1割が脱
施設、地域移行が達成できていることになってい
ます。実際に施設から地域への移行がどれくらい
進んでいるかという厚生労働省の最近の審議会へ
出されているデータが今、前に映っているデータ
になります。非常に減っているように見えるんで
すが、左端の平成17年10月1日現在の入所施設の
入所者数が14万6,001人。一番右端の平成25年3月、
国保連の速報値のデータが13万4,247、その差1万
2,000弱しかありません。数字上は1割弱減って、
8％くらい入所者数が減っていますので、この26
年末には1割に到達する可能性はあるかもしれま
せん。地域の生活拠点であるグループホーム・ケ
アホームも、平成17年度末の34,000人から25年度末
の81,729人へと非常に増えていますが、法外化して
いたグループホームが法内化された影響もありま
す。それでも急激な勢いで増えていることは事実
です。ただ、グループホーム・ケアホームが障害
を持つ人達の地域移行の手段として期待できるか
というと、中には従来の入所施設の敷地内で、ブ
ランチ型でグループホームをしているケース等も
あったりします。また、グループホームの貧弱な
スタッフ体制も考慮しなければ、入所施設の入所
者が減りグループホームの利用者が増えることが
一概に良いとは言えないのではないかと思います。
入所施設の利用者に関する課題として、主にこ
れは知的障害に限らず身体障害等にも言えますが、
高齢化と重度化の問題があります。特に入所施設
の入所者のうち、平成25年末3月の時点で29.8％の
人が60歳以上です。そして、平成25年3月末の時
点で65％の人が障害程度区分で5と6で重いほう
の部類に入ります。3割が60歳以上で、半数以上
の65％が区分5以上という重度の障害を持つ人達
に、地域の中で生活をするという支援を整えてい
くのが非常に難しいことが言えると思います。
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脱施設や地域移行を考えるときに、それを阻む
様々な要因が考えられます。塩見洋介によると「家
族依存型の福祉｣、「貧困な居住環境｣、「就労・所
得保障の遅れ」が原因だと指摘しています。また、
地域の中で生活を継続しようと思っても、地域社
会の理解も、なかなか難しいのも実態と言えます。
先ほども地域福祉の話が、いくつも各論点から出
てきていましたが、地域生活を進めていく際の課
題としては、グループホーム、ケアホームを建て
ようとしたときの地域の反対問題があります。私
の経験の中でも、グループホームの設置計画のた
びに、地域住民から反対をされ説明会を行っても
なかなか同意をいただけないという施設コンフリ
クトの問題がありました。地域社会における知的
障害や精神障害に対する誤解偏見はまだまだ根強
いと感じています。
脱施設化が進まない別の要因を家族の意識とい
うことで考えたいと思います。2008年、大阪の障
害者団体が地域で暮らす障害を持つ人の母親たち
への意識調査を行いました。この調査で、34％の
人が「どんな支援があっても施設がないと地域で
は暮らせない」と回答し、15%の人が「障害のた
めに近所の人に迷惑がられている。近所の人に気
を遣うので住みにくい」と答えています。障害を
持つ人のことは、ホームレスや児童の問題よりも、
地域社会の中で認知をされている領域ではある半
面、実際には地域の中では非常に暮らしづらいと
いう意識を家族は持っているのです。また、通所
施設利用者の母親として、「いずれは施設に入所
させたい」との回答が39％・グループホーム希望
も35％でしたから、合わせると約7割の人達が家
ではなくて何らかの施設で暮らしたいと希望して
います。東京都のような都市部の場合は、入所施
設もしくはグループホーム、ケアホームも実際に
は非常に建てにくいところがあります。いまだに
都外施設と呼ばれる地方にいくつかの入所施設が
あります。その都外施設利用者の保護者に対して
2007年に行った意識調査では、「本人は都内に戻り
たいと思っているか」との問いに「はい」が3.1%、
｢いいえ」が35％、「意思決定不能」と答えたのが
58％でした。都外の施設から戻りたいというのは
わずか3％で、残りはそうではないという。「今後
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受けたいサービス」の問いには、「現在の施設一す
なわち都外の入所施設、を続けて利用したい」が
84.4％、「都内の施設（入所施設）に移りたい」が
8.6％･グループホーム・ケアホーム希望について
は、「現在の施設所在地で」が5.9％、「都内のグルー
プホームに移りたい」がl.1%という結果でした。
入所施設に入った理由についてみると、福祉事務
所の紹介や、将来の安住の地として施設を選択せ
ざるを得なかった葛藤があったことが伺えます。
本人を一旦入所施設に入ると、家族の意識として
は地域という選択肢はほとんどないようです。
このように、入所施設に入ってしまうとなかな
か地域での暮らしに戻れない現実があり、高齢化
していくと障害も重度化していくことになり、更
に地域に戻れないという現実があります。ところ
で、入所施設は閉鎖的な空間であり、虐待や不適
切なケアの温床になっているという指摘がありま
す。私はある入所施設で第三者の立場として権利
擁護委員をしています。その施設の保護者の中に
は、「最終的に子どもを預けているし、人質に取ら
れているようなもので仕方がない」という言い方
をする方も多くいました。そこで、私たちは入所
施設職員の支援の専門性や虐待や不適切なケアに
ついての意識について、山形県知的障害者福祉協
会が2010年に行った虐待防止に関する意識調査を
ベースに、昨年都内にある入所施設の職員を対象
に調査を行いました。この結果をいくつか紹介を
したいと思います。
利用者支援の考え方について、「障害のある人は
安全第一で守ってあげることが重要であると思う
か」の問いに、60.6％の職員が「そう思う」、「やや
そう思う」と答えました。「障害がある人は力をつ
けるために訓練や指導、しつけが必要であると思
うか」の問いに、「そう思う」と「ややそう思う」
の合計が37.5％。「障害は個性や特徴であり、適切
な環境と支援があればよい生活を送ることができ
る」との回答が81％。「障害がある本人自身ができ
ることを数多く見つけ苦手なことを補うことが支
援である」との回答が83.8%｡「集団処遇、集団行
動を乱してしまうような個人のわがままは、ある
程度制限するべきである」は40.1%でした。
利用者の自己決定の尊重についての意識では、
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｢理想であるが現実には難しい問題である」に、「そ
う思う」が33.8％、「ややそう思う」が38％、「どち
らともいえない」が12%でした。「日常の支援にお
いて常に意識して実践している」では､22.7％が「そ
う思う」、39.4％が「ややそう思う」でした。「障害
が重度の利用者には不可能なことだ」では、6.5％
が「そう思う」、10.6％が「ややそう思う」と回答。
｢障害が重度の利用者には保護者または後見人等が
代弁すれば可能である」では､6.9％が「そう思う」、
17.6%が「ややそう思う」と答えました。
「(この半年間に）実際に利用者に対する虐待や
不適切な対応を見聞きしましたか」の設問では、
｢はい」が12.1%でした。「利用者に対する虐待や不
適切な対応をしそうになったか」の問いでは、「よ
くある」が4.2％、「時々ある」が8.3％、「ある」が
17.6%で、3割の職員が「何らかの形でしてしまい
そうになった」と答えました。自由記述で具体的
な内容を聞くと、「パニックを抑えるために羽交い
締めにした」とか、「部屋の外から鍵を掛けた」と
か、「大声で怒鳴ってしまった」など、実際の身体
拘束であったり、言葉による威圧であったりとい
う虐待や不適切な対応と思われるようなものが書
かれていました。「してしまいそうになった」とい
うよりも、実際には「してしまった」というケー
スもたくさんありました。山形の調査では、知的
障害者福祉協会の倫理綱領で「やってはいけない」
と規定されている行為の有無を問うていて、私た
ちも同様に調査してみました。実際にこういう行
為はしたかと尋ねたところ、「利用者に対して強制
的に髪を切るなど精神的苦痛を与えたことがある
か｣、「ある」が0.5％、「ない」が87.5％でした。山
形調査では、選択肢が「ある｣、「時々ある｣、「少
ないがある｣、「ない｣、「わからない」という設問
だったので、同じようには比較できませんが、山
形のほうは1.2%でした。「利用者に対して身体拘束
や長時間正座、直立させるなど肉体的苦痛を与え
たことがありますか｣、「ある」が1.9%、「してしま
いそうになった」が1.9%でした。「利用者に対して
殴る蹴る等の行為、その他けがをさせるような行
為を行いましたか」では、「ある」が4.7％、「して
しまいそうになった」が4.2％でした。「人間の基本
的欲求に関わる罰を与える。例えば、食事を抜く、
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おやつを抜く、自由に水分を取らせない、何々し
ないとご飯はありませんという交換条件等を口に
するというふうなことはありますか」というのが、
｢ある」が8.3％､「してしまいそうになった」が7.4％
という結果でした。山形調査では、口にするでは
なく、実際に行為として食事を抜く、おやつを抜く、
水分を取らせないという実際の罰という形での設
問だったので、こちらはl.2%でした。比較はでき
ませんが、どちらかというと言葉として交換条件
が多いのかなと考えます。5番目に「利用者の訴
えに対して故意に無視や拒否をするような行為を
したことがあるか｣、「ある」が15.3%、「してしま
いそうになった」が16.7%でした。「異性の利用者
の入浴衣服の着脱、排泄などの介助をしたことが
あるか｣、「ある」が20.4％、「してしまいそうになっ
た」が3.7％でした。山形では、「少ないがある」ま
で含めると42.6％でした。どちらかというと、障害
分野は高齢者分野よりも同性介助が進んでいると
思われがちなところがありますが、まだまだ異性
介助が一部常態化しているところがあるとも言え
ます。7番目に「利用者本人の了解なしに居室に
入ったり了解なしに所持品を確認したことがあり
ますか｣、「ある」が32％、「してしまいそうになっ
た」が10.6%という結果でした。
では、そのような虐待や不適切な対応が起きる
原因を聞いたところ、「業務による身体的疲労、精
神的疲労のストレス」が73％、「職員個々意識、自
覚、心構えの低さ」が58％、「支援についての専門
性スキルの不足」が52％、「人員不足の勤務体制」
が46％、などが挙げられていました。実際、職員
の配置基準は以前からほぼ変わっていません。そ
の反面、高齢者施設でも障害者施設でもユニット
化の影響で利用者の生活環境、裏返すと職員の支
援環境は細切れになり、作業動線が長くなり、そ
の中で職員のスキル、専門性は高くなければ対応
できないところがあります。
入所施設の職員調査から見えてきたものは、支
援に関する意識の低さがあること、勤務体制や環
境的問題があること、職員間のコミュニケーショ
ン不足、特に入所施設の場合は交代勤務のため全
員が出勤してのミーティング等が難しくコミュニ
ケーション不足をどのように解消していくかとい
37
う課題があるということ、などがわかってきまし
た。
地域移行による地域生活を支える体制整備につ
いて、厚生労働省は自立支援協議会や相談支援事
業所の活用を意図して様々な施策が今始まったば
かりのところですが、地域の中でまだまだ障害を
持つ人達が受け入れられるという状況にないとこ
ろあります。
障害者権利条約では第19条で「自立した生活及
び地域生活に受け入れられること」ということが
定められています。これは入所施設を廃止しろと
いうことではなく、入所と地域生活というものを
自由に自己決定できるように、自分の意思で選ぶ
ということが重要ということです。その意味では、
障害を持つ人達の自立支援を考えていくときに必
要だと思われるのは、ベースとして意思決定支援、
自己決定の支援をどうやって担保していくかとい
うことをきちっとしていかないといけないのでは
ないかと思います。その上で暮らしの基盤として
地域の受けⅢづくり、グループホームやケアホー
ムでヘルパー等が利用できるようになり、更にそ
れが進んでいくと同時に、地域での理解を更に深
めていくということ。本人の意思決定支援を行い、
施設運営や地域での政策決定過程に当事者をなる
べく参加させていくことで本人の望む暮らしは一
体何なのか、それを支える福祉サービスというも
のを組み合わせていく、そのための政策決定過程
参画と同時に相談支援というものの充実が重要だ
と思っています。ところが障害を持つ人達の相談
支援というところについては、その専門性という
ものが極めて脆弱で、資格要件等も研修受講でよ
いというところがあり、まだまだ障害を持つ人達
の相談支援の専門性を高めていくというところが
遅れており、そこを今後もう少し強化していく必
要があると考えます。以上、私からの話題提供を
終わらせていただきます。ご清聴ありがとうござ
いました。
司会：ありがとうございました。障害者の地域と
施設における自立支援の難しさについてのお話
だったと思います。それでは、今から5分だけ休
息を取りたいと思います。その間に皆さんにも質
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問を考えていただければと思います。最初に会場
の皆さんから質問をお受けして、それに対する中
島先生、パネラーの方々からのご回答、ご意見を
いただくようにしたいと思います。では、5分ほ
ど休憩させていただきます。
小林：本日のシンポジウムでも、たくさんの情報
を提供していただきましたが、どのような議論に
するか、少々戸惑っていますが、まず、少し議論
の枠組みを決めておきたいと思います。
第1は、現状認識といってもいいかと思います
が、特に厚労省やその他の調査で示されているよ
うな、ざまざまな統計情報があります。その中で
描かれている世界、福祉の対象者という言葉を使
いますと、それがかなり変わってきていることが、
さまざまな統計で示きれています。
2番目は、そこからどういう問題を引き出すか
ということです。福祉の議論の枠組みでは、問題
論とか対象論というような分野になると思います。
どういう対象を研究や政策として設定するかとい
うことは、昔からの大議論です。対象という言葉
自体が問題だということをどなたかがおっしゃっ
ていたと思いますが、どのように研究の対象が決
まるのか。行政としては、対象が明確に決まらな
いと動くことができない、確かに法律を前提にす
る場合にはどうしてもそうなってしまうわけで
すが、そういう対象、あるいはカテゴリーの立て
方が大分違ってきていますね。問題がはっきりし
てしまって何とかしなければならないというアプ
ローチではなく、もっとその前にある、普通の生
活から福祉の対象に至るさまざまな段階があるの
で、そこをどのようなカテゴリーで捉えるかとい
うところが問題になっていたのではないかと思い
ます。今日報告された4人の皆さんと中島先生も
そのようなことを言っておられたと思います。
3番目は、福祉の実践論とでもいう分野での議
論があったと思います。ここで少し難しいのは、
施設利用やホームレスなどに至るその前の段階の
把握と支援をどうするかというところが問題に
なっていました。その捉え方も、先ほど中島先生
から言われたように、まず第1次のセーフテイネッ
トをどこで捉え、第2次のセーフテイネットをど
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こで捉え、それを更にどういう繋いでいくかとい
うようなところが問題になっていたようです。そ
れぞれのネットワークが切れてしまわないで、次
にどう繋ぐ、かっていうことが問題提起されており
ましたので、これは実践論というのか、あるいは
調整・連携という用語になるのか、何か調整や連
携という用語もそれ自体を考え直さなければなら
ない。どこそこで連携しているというような話で
はなくて、連携の対象がどうなるかというような
議論もまた必要になってくるように思いました。
関連しまして、このような対象者への支援論、
後藤先生がいっておられたようなホームレス支援
の場合、どういう原則で支援しなければならない
か。先ほど障害施設調査のご紹介がありましたが、
どういう原則を確認しなければならないかといっ
たような実践の原則論のようなことが提起された
と思います。
4番目は、もう少し大きな話で、職員の配置や
養成・育成の問題が提起されていました。私の関
心では、さまざまなネットワークを誰が動かすの
だろうということですが、従来の枠組みでいえば、
行政と施設と家族、これは、はっきりしています。
その中間にいろいろな仕組みをつくらなければな
らなくなった。連携とか調整は必要なのですが、
それを誰がするかというところに大きな問題があ
ります。NPOもそういう役割を担う担い手の1つ
になっていることは確かですけれども、それらを
誰が調整していくかという大きな課題がそれぞれ
の分野であるのではないかと思います。それを支
える仕組みにつきましては、いろんなご紹介があ
りまして、最近の動向が基調講演でも包括的に紹
介されていたと思います。お金はどこからでるか、
自治体は何をするか、国と自治体の費用分担の割
合とか、そういう財務的な問題も出てきました。
またこうした仕組みは、消費税が導入されるとい
う前提で話がつくられたているようです、この点
も若干変わってきていると思います。
最後に大きな問題としては、評価の問題が提起
されていたと思います。このような政策によって、
どのような結果が出て、どのような効果があった
のか。そのところをもう一度、研究者としては見
なければならない。
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かなりランダムに申しましたけれども、そうい
ういくつかの分野に分けて議論をしていただけれ
ばと思います。それでは､フロアのほうでどなたか、
ご発言．ご質問がありましたら、どの分野のこと
で質問したいというようにおっしゃっていたけれ
ばと思います。
秋元先生、どうぞ。
秋元:1つ、現状認識に関してなんですが、若手
の社会学者で古市憲寿さんでしたかね、若者の現
状満足度は、とても高いことが日本の特徴だって
いうことをおっしゃっているんです。満足度が高
いと言いつつ、すごく将来に不安を感じているっ
ていうのがそのポイントなのですけれども、私達
の今日のお話とも関わっていると思います。まず
現状をどう捉えているのかが、とても大切になる
わけです。現状に満足していると捉えている若い
人達がとてもたくさんいるっていうことです。今
日のお話では若者の貧困問題というのは、とても
強く問題意識として設定したんですけれども、彼
らは、一方でとても満足しているっていうことは、
今日、捉えよう、扱おうとしていた人と階層が違
うっていうふうに見るのか、同じなんだけれども、
ただ彼らは、自分は今満足しているっていうふう
に考えていると捉えるのか、そういう今の若者達
の意識っていうのか、どのように理解すればいい
のか、ちょっと教えていただければと思います。
小林：これは社会構造全体の問題です。今日は困
窮者自立支援法を中心に、あるいは、社会的な弱
者ということに焦点を当てておりますので、ちょっ
と問題の捉え方が変わってくるかと思いますけれ
ども、もし、どなたか、そういう若者全体の問題、
例えば、中央大学の山田先生がやっていらっしゃ
るような若者の考え方など、いろいろ議論がある
と思いますが、そこまで議論を広げてしまうと少
しまとまらないような気がするのですが。
秋元：いや、だから、その貧困問題をどういうふ
うに理解するのかっていうことでお聞きしました
ので。
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小林：ではこれは中島先生にお答えいただきたい
と思います。ほかは、いかがでしょうか。
加山：今の枠組みでいうと、2になるのか、3に
なるのか、ちょっとよくわからないんですが、後
藤先生の報告の中で関係性の議論が十分じゃな
いっていう、それが求められているっていう議論
がありまして。後藤先生の社会的排除って言いま
すと、経済的側面と政治的側面と文化的あるいは
社会関係の排除、その三側面あると言われます。
私は、社会福祉の議論で、どうしても経済困窮っ
ていう、特に今日のテーマもそうかもしれません
けれども、経済的排除っていう側面は、よく議論
されると思うんですが､そういう確かに社会関係っ
ていうのは対象にされているのかなというような
気がしております。そういう意味では今日の後藤
先生の問題提起を受けて、有名なナンシー・フレ
イザーとアクセル・ホネットという人の議論があ
りますけれども、要するに「再配分か承認か？』っ
ていうふうに。それで今日の議論でいうと、社会
関係における、その承認っていうのがなされないっ
ていうことが、要するに再配分の制度も倭小化し
てしまうと言いますかね。そういう意味でいくと、
この親と子の関係性で、社会関係っていう、そこ
へ保証人を確保するということが経済困窮者に
とってどういう重要性があるのか、どういう方向
性でこれを報告していくべきなのかって、そこの
ところを少し、関係性とかの経済困窮というとこ
ろをぶつけた議論というのを少し聞きたかったか
なと思います。
小林：ありがとうございました。関係性にもいろ
いろな関係性があります。今日、後藤先生が話し
て<だきった関係性もありますが、多分今日の話
では、地域との関係性という意味で使われていた
ように思います。地域の一般住民が排除するとき
の関係性もありますし、地域にいろいろな人達が
いるという前提での話も考えられる。例えば福祉
施設をつくることへの反対ということもあるで
しょう。また、地域にはいろいろなNPOがありま
すし、いろんな活動が出てきている面もあると思
います。その辺につきましては、後藤先生と他の
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先生にも答えていただきますが、地域を教育の面
で捉えると大分意味が違ってきているような気が
しますので、林先生、森田先生にも地域との関係
性などを含めて議論していただければと思います。
制度が固くなってしまいなかなかうまく機能しな
くなったということは、制度を増やしていけばい
いということではなくて、制度間の関係性をどう
するかという面もあります。
それでは、今まで出していただいたような論点
をめく”って、議論を始めてみたいと思います。最
初の秋元先生からのご議論ですけれども、今の若
者全体をどう捉えるかということにつきまして、
中島先生からお願いします。
中島：それでは、若者の現状満足度が高いという
ところについて客観的・科学的に申し上げられる
かどうかっていうことは、ちょっと難しいんです
けれども、私の認識としては、ある文献等を読ん
でいると、携帯電話の発達だとか20年前の生活水
準等を考えて今の若者の生活水準というのはどれ
〈、らいの状況にあるのかと言ったときに、相当な
高いレベルにあるだろうと。それは親達と一緒に
暮らして、親の持ち家率の高さとか、あるいは個
室を持っている、自分の部屋を持っているとか、
そういった、かつての日本と比べたときの若者の
生活環境っていうのは各段に向上しているという
ことはあるだろうと思います。ただ一方で、親が
いなくなったときに自分はどうなるのかとか、そ
ういったことに対する不安感だとか、あるいは将
来に向けての非正規労働であるっていう自分の不
安感だとか、そういうことっていうのは、また別
にあるかもしれないということで、若者が、現状
満足度が高いっていうことに関するそういった環
境要素があるんじゃないかというのが私の感想で
す。それと、もう一方で、必ずしも、ただ、今の
困窮状態に置かれている人達は、そういう恵まれ
た環境にある人とは、また、ちょっと違う、相対
的貧困という状況において厳しい環境にあるとい
う若者達でもあるということです。給食費が払え
ないとか、あるいは修学旅行代が払えないとか、
東南アジアの国とかアフリカの国のような貧しさ
はないけれども、相対的貧困という意味でも抱え
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ている側面もあるだろうというところなので、数
字で捉えれば、現状満足が高いというのが出てく
るかもしれないけれども、少数者意見としての部
分でもある程度の数字は出てくるんじゃないかっ
ていうか、すみません、かなり主観的な、学会に
はふさわしくないんですけれども、そういった少
し文献等を見たところでの感想みたいなことなん
ですけれども、思っているところです。
小林：ありがとうございました。先生方、どなた
かお願いします。
後藤:その文献は、「絶望の国の幸福な若者たち」っ
ていう文献だと思うんですけれども。ご質問にお
答としては2つあって、まず調査対象、内閣府の
調査だったかと思うんですけれども、その調査対
象が誰かっていうので、多分、議論が全然違って
くると思います｡それからあの議論の一番面白かっ
たところは、明日の生活がよくなるかわからない、
よくならないだろうと思っている人ほど生活満足
度が高いということです。つまり、そこでいわれ
ている生活満足度の高さは今の瞬間最大風速で、
つまり、明日の生活のほうがよくなる、10年後の
生活のほうがよくなると思っていれば、不充足感
がたまるので、幸福だというふうに思わないとい
うことになります。ですので、必ずしも幸福だと
思っていることと、現状をどう認識をしてるって
いうことはイコールではないじゃないかと思いま
す。
小林：どのような本でしたか、もう一度、後藤先
生からご紹介ください。
後藤：古市先生の、絶望の国の幸福な若者たち。
小林：ありがとうございました。森田先生どうぞ。
森田：私が支援を研究している、10代で出産した
親達も、ちょうどこの分類に入っています。私は、
子ども達の中で起きているのは、これまでの体験
から培われた想像力の範囲の中で、つまり、自分
の生活とは違う生活を想像する力がないので発生
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している問題だと思います。具体的には、10代の
親だと、別の生き方をしたらこうなるのではない
かとか、別の考え方をしたらこうなるのではない
かって、先ほどの特徴の中に出てくるように、別
の世界とか別の生き方っていうものを想像する力
を十分に持ってないので、ある意味では原家族の
格差みたいなものがそのまま自分のところにも反
映されてしまうのです。
だから、そこに具体的には社会的な支援という
ものが必要なときに適切に入らないと、その連鎖
を断ち切ることができないのです。先ほどは時間
がなくてお話しできなかったのですが、資料とし
て15ページに出しておいた関東の住宅地の保育所
入所率を見ていただくと、一番身近なところにあ
る保育所でも、貧困や虐待状況にあったり、外国
籍の両親であるといった支援度が高い人達でも入
れてないという状態です。いうなれば、社会福祉
の対象の規定そのものが想像力を欠いている、あ
るいは具体的な自治体で、そう想像力を欠いてい
るっていう状況にあるのではないかと私は思って
います。
小林：ありがとうございました。今日のこの資料
を見ると、中島先生が書いて下さった世帯構成の
推移のころが非常に重要で、ひとりの場合、現在
は大丈夫なのだけれども将来はわからなくなる。
何か繋がりがなくなってくる。将来は何が起きる
かわからないという、そのわからなさがすごく大
きくなってきたような気がします。私の分野では、
見守りについて、そういう話をあちこちで聞きま
す。でも、現状は大丈夫だけれども、将来、10年
後はわからないとか、そういうような感じを持つ
人が、すごく増えてきているように思います。10
代母親みたいなことになれば、はっきり見えてく
るのだと思いますが、その前の見えてないところ
の感覚も何か変わってきているんではないかとい
う気がします。
今日取り上げられているような対象という言葉
を使っていいかどうかわかりませんけれども、そ
の話と今、全体の関係はどうなっているのかとい
うことは研究課題だという気がします。
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秋元：全体っていうか、結局、重なってるってい
う皆さん方の判断なんだろうと思うんですね。私
もそうだと思うんです。重なってるっていうふう
に見た方が、むしろよくて、ただ、相手がそれで
満足してるときにどう関わっていくのかってこと
になったときには、それなりの分析をしなくちゃ
いけないし、関わり方を考えなくちゃいけないっ
ていうことになって、今の森田先生の想像力がな
いっていうのは、まさにそれで、つまり、今現在
のことはわかるけれども、ちょっと先のことはわ
からないから、満足してるけれども、でも、何と
なく不安だっていうのが言えるっていうのは確か
にそうなんだろうなと思いますが、ただ、それだ
けに関わり方が結構大変難しいんだろうなって思
いました。
森田：関わり方が難しいから、ある意味、社会福
祉関係者は、既存のレールの中で支援をやってい
こうとするので、想像力として、そこの対象者に
きちんとアクセスできないのだと思います。逆に、
例えば、私達が今始めているような10代の親達自
らの暮らしから研究を始めていけば、この人達が
一体どういう暮らしを展開していくのかというこ
とを把握しなおす中で社会保障の枠組みをつくり
直していかなければいけない。具体的にはこうい
う形で暮らしていくときにどういう社会保障の仕
組みをつくっていけばいいのかとか、提供してい
けばいいのか、そういう議論を立てなければいけ
ないと思います。
小林：そうですね、ありがとうございました。こ
れも有名な議論でセルフネグレクトの場合には大
丈夫ですっていうわけですからね。問題ないと言
うわけですが、実際にはいろいろな問題があって、
例えば医療が必要な場合がたくさんある。先ほど
の障害の認識の問題もそうだといえるかもしれま
せん。ある意味でいろいろな科学的知識が発達し
てきたために、見える部分と見えない部分が非常
に多くなっていて、そこをどのように把握するか
というセンスが専門職には求められるようになっ
てきた、そういう時代ではないかという気がしま
す。ですので、対象論というのは非常に難しい課
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題でで、何のための対象論かということをはっき
りする必要があるかと思います。この話は先ほど
のネットワークの問題に繋がっていきます。つま
り、関わりについて、施設の中での関係論、在宅、
施設、地域との関係論、家族の関係論、この辺に
ついて加山先生から質問がありましたので、これ
については、後藤先生にお願いします。
後藤：ご質問、ありがとうございます。まず、関
係性といっても、いろいろ多義的な概念で私は個
別具体的な人と人との関係という意味で関係性っ
て言葉を使っています。一方で制度との関係、地
域との関係、支援者との関係とか、たくさんある
と思います。加山先生のご質問の趣旨は、関係性っ
ていう、関係を支援するっていうことと、経済的
困窮を支援するということがどういう関係にある
のかということだったと思うんですけれども、お
そらく、それは、小林先生がおっしゃられた評価
の軸に関わってくると思っています。経済的困窮
に関しては、例えば、生活保護費がいくら減った
とか、就労していくら稼いだとかっていうことで
評価ができると思うんです。ただ、社会福祉にお
いて、人間関係の形成を支援するということが、
どういう意味があるのかということに関しては、
おそらく評価しにくい。それ故に、経済的困窮に
対する支援が優先されてしまうということがある
と思います。おそらく、私もちょっとよくわから
ないんですけれども、経験的な知見から言えば、
人間関係的な側面が支援されていくと、例えば、
就労に向かいやすかったりとか、就労が継続しや
すかったりするというのは、おそらく現実にはあ
ると思います。なので、ここをどう評価するかっ
ていうのが、おそらくこれからの課題になってく
ると思います。この間の例でしたけれども、釧路
で行われている取組は、例えば、当事者同士で会っ
て元気が出たということを、ビアカウンセリング
を受けたというふうに置きかえて、実際にビアカ
ウンセリングを1時間受けた場合の値段に相当す
る額を算出していくんです。SROIといいます。こ
ういう今まで評価しにくい変化を評価をしていく
方法があって、おそらく人間関係を支援していく
ことが、なぜ必要なんだっていうことを問われた
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場合に、そういったエビデンスを出していくって
ことが社会福祉に求められてくるんじゃないかと
思います。
小林：ありがとうございました。もう1つ、今の
関係ができる前っていうのがあると思います。先
ほどのお話で言えば。午前中、李恩心さんが報告
してくださったアクセシビリテイという概念とか、
関係づくりの面でのリーチアウトなど、いろいろ
な言葉が使われていますが、それはどういう仕組
みを考えるのかというところですね。相談と言っ
ていいのか、このような人達が行きやすい場とい
うか、そこのところはどうなるのでしょうか。
中島：ご指摘いただいていることは、すごく大事
なところで、今回の生活困窮者問題の議論で、最
初は経済的困窮と社会的孤立っていうのが、2つ
大きな柱としてあったんです。お気づきだと思い
ますけれども、社会的孤立という文字が大変少な
くなっているというか、ほぼ見えない状態になっ
ているというのが、制度化のプロセスの中で社会
的孤立って具体的に何をやるんだと。さっきの対
象論じゃないですけれども、対象は誰で、どこま
でやって、子どもから高齢者までやるのかと、そ
れは具体的にどうするんだというときに制度化す
るのが非常に難しいということがあるんですね。
これは具体的にお考えいただければ想像つくと思
うんですけれども、社会的孤立という問題を、見
えないものを非常に制度化して、どこで誰がどう
するのかっていう議論は非常に難しいです。ただ、
私が説明したように、経済的困窮の問題だけやっ
ていてはだめだということは明らかなので、その
中にいかにこういった社会的孤立の問題を入れ込
んでいくかっていうことが大事になっていくと。
具体的には、先ほど来から話がありますように、
学習支援のような居場所づくりですとか、従来の
ような場づくりみたいなものをしっかりやってい
くっていうことを大事にしていかないといけない
と思っているし。先ほどの再ホームレス化の問題
もありましたけれども、関係性を求めて、またホー
ムレスになっていくっていう実態ですから、住む
ところは畳みの上になったけれども、1人でいる
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から、やっぱり前がいいって言って路上に戻って
いくわけです。そういう関係性の必要性っていう
のを我々は散々議論してきたので、そういう意味
では社会的孤立の支援っていうことも今、モデル
事業の中で入れ込みながらやっていきたいという
認識ではあると。だからこそ地域づくりが必要だ
とか、地域ネットワークが必要だと、人材育成の
ところでもそういうところを大事にして入れ込ん
でいってるっていうところです。
小林：今のお話は北大の宮本先生の議論と関係が
あると思います。宮本先生の議論の中間的という
カテゴリーに関連していると思います。多分、い
ろいろな議論があったと思うのですが、あれを制
度に落とすと、就労に関する中間的支援というこ
とになるのでしょうか。就労に向かって自立支援
するという意味なのか、今の中島先生のお話のよ
うに、ある場をつくって、そこをハブにして自立
していくっていう意味なのでしょうか。
中島：中間的就労の話だと思いますので、中間的
就労については、まずは一般就労、一般企業に就
職することが必ずしもゴールじゃないっていう、
ゴールをまずしっかり設定するということです。
ですから、近いところで言うと障害者自立支援法、
今、総合支援法になりましたが、就労継続支援B型
があると思いますけれども、そういうような形の
イメージです。ですから、多様な働き方があるっ
ていうことをしっかりと位置づけていくというこ
と。それから、なかなか仕事をすること自体が難
しい人の、また、いろんなインターシップだとか、
いろんな活動というものをつくっていこうってい
うのが、あの中問っていう言葉になってきた。で
すから、韓国等でいうと、社会的企業というとこ
ろで、たくさんの大学生が働いているというとこ
ろの位置づけになります。
小林：就労はそれでいいかもしれませんけれども、
例えば、後藤さんの問題提起は中間的就労ではな
くて役割みたいな、ただ居場所にいるということ
ではなくて、もう少しプラスアルファの自尊心を
高める場というふうに考えると、必ずしも就労に
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いかない前の、そういう福祉的な場のカテゴリー
が必要であるというような論文だったという印象
だったので、その辺も今回の困窮者自立支援法と
の関連で解説してもらえますか。
後藤：うまく説明できるかあれですけれども、就
労しようっていう気持ちそのものを支援していか
ないといけない人が結構いるんじゃないかと思い
ます。中間的就労をすれば関係性ができて、承認
が得られる人もいると思うんですけれども、もう
1個前の段階の人達がいて、ただ、自分が自分で
いられる場所というか、そういうところを経ない
と、この中間的就労さえもいけないような人達が
いて、そういう人達に対しては違う仕組みの「場」
をつくってあげることが必要なのかなっていうこ
とだと思います。だから、表面的には同じ「場」
なんだけれども、受けてる内容、支援の内容とい
うのは違うところがあると思います。
小林：そうすると場の機能ということなのですが、
林先生はこういう場ということが考えられるから
とおっしゃるわけでしょうか。
林：結局、その上での個別的な内容、要は対象者
によって、要は同じプログラムではやり切れない
んだなと思うんですよね。相手によって個別ニー
ズに応じたものを、外から見ると同じなんだけれ
ども、関わり方とか、持っていき方とか、そこの
進めるスピードとかいろいろなものを、個別的に
変わってくるっていう部分を変えるっていうこと
をしていかないと、本人にとって納得できたり、
ほしいものにはならないと思っています。
小林：森田先生の問題提起で、その10代母親が、
支援を求めて来てもどんどんいなくなってしまう
という場合、そこはどうやったら繋ぎとめられる
のでしょうか。
森田:lつは、社会福祉は制度の枠内で制度をど
う使えるかといった発想で考えているので、報告
でも話したのですが、求めていることに合わない。
保育所は子どもを支える事に加えて、親も支える
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場になっていかなければいけないのに、子どもし
か支えないとか。あるいは、地域でショートステ
イからシェルター的な役割までを総合的に果たし
ているような民間の機関が､補助金もらおうと思っ
て申請をしたら、学童保育の枠内が小学校まで広
がったので、そこで補助金をもらうことにして学
童保育になった。そうしたら､経営は楽になったが、
年齢を超える青年や、宿泊させることができなく
なる。要するに、制度に措置費や運営費が付いて
いくので、その枠の中にソーシャルワーカーは入
れ込んでいこうとする。
私は今日、中島先生の話を聞きながら強く思っ
たのは、国の制度設計としては、現在の問題から
新しい仕組みを提起しようとしているのだけれど
も、基礎自治体のほうは何かといえば、既存の運
営費や措置費という枠の中で、どこに書かれたら
使いやすいかということで制度設計してくる。そ
れにまたソーシャルワーカーがかかわるという形
で、問題と具体的な制度と取組というところの、
大きな乖離が今、出てしまっている気がします。
小林：ありがとうございます。丸山先生、何かあ
りますでしょうか。
丸山：障害を持つ人の場というと、以前から障害
者センターのような障害を持つ人達専用の集まる
場をつくって、そして、何らかのサービスを提供
していくことが多かったと思います。特別支援学
校などもそうだったと思います。もちろん、その
予算の課題もあるだろうけど、地域の中で障害を
持たない人と一緒に承認し合って、関係を築いて、
失敗しながら生活していくのが本当のノーマライ
ゼーションのはずです。そのような社会経験を得
る機会がなかなかなかったし、今もそういうふう
な制度にはなっていないと思います。例えば、先
ほどの制度の話でいうと、障害者自立支援法がで
きる前のことですが、制度の枠に入っていなかっ
た高次脳機能障害の失語の人達と精神障害の人達
と一緒の作業所をつくろうとしたとき、行政から
は「どの法律の枠内ですか、この人は手帳がある
からいいけど、手帳を持っていない人はだめです
ね」ということを言われてしまい、結局、失語の
44
人達はいいけど、高次脳機能障害は手帳を取れな
いからだめで、利用するなら制度とは別の形にし
てくださいということになった。そこで、ボラン
ティアの形で入れて、実際には作業してもらいま
した。でも、それでは地域に出たことにはならな
いので、今度は地域の人達と交流するさまざまな
取組を行ったことがあります。公よりも民のほう
が、必要なものを枠にはめないで、もう少し広げ
る柔軟な発想を持っているかもしれません。その
枠を取り払って、障害も持つ人も地域の中で暮ら
す一個人として生活できるような場を広げていけ
ればよいと思います。学校教育も同じで、林先生
も経験があると思いますが、障害者の学級介助員
のような形で人を手当てすれば、障害を持つ人達
が通常学級で教育を受けられて、統合教育だと言
われます。実際には日本の分離教育の中で行われ
ている専門的な障害児教育は極めて質が高くて、
障害を持つ人の一生涯を考えたときには必要度が
高い。教育の場に一緒にいればいいかというと、
そうではないと思うんです。両方の特徴をマッチ
ングしていく専門性や支援やコーデイネートって
いうのが今後の課題なのかなと思いました。
小林：ありがとうございました。時間がちょっと
過ぎました。今日は非常に面白い議論が出始めて
いて、今までの概念の枠組みを変えなければなら
ないような点がいくつかあったと思います。今ま
での議論を踏まえまして、中島先生から、政府の
専門官の立場としてではなく、少しご自由に感想
を言っていただければと思います。
中島：それでは、4点〈、らいに整理して、先生方
のご発表を含めてコメントをさせていただきたい
と思います。1つは既存制度で漏れてきた課題に
ついて、どう、この困窮者問題で取り組むのかと。
つまり、児童福祉における地域福祉っていうもの
との関わりがなかったっていうご説明もありまし
たし、あるいは地域福祉から排除されていたホー
ムレス問題っていうこともありました。そういう
問題を含めて生活困窮者問題と同様にもう一回再
構築するのかっていうのが、実は今、モデル事業
として取り組み始めています。例えば、児童養護
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施設における子ども達の学習支援をどうするかと
か、さまざま積み重ねてきた児童福祉分野にもそ
ういった取組があるし、そういうものが今、雇用．
児童家庭局のほうとモデル事業が始まっています
ので、そういうようなことが1つあろうかという
のが1点目です。いわゆる生活困窮者問題、新し
い制度としての法案だけじゃなくて、既存のもの
との結びつきをどうつくっていくかということが
1つ大事だろうと思っていると、そういう印象を
持ったというのが1点です。2点目は、再ホーム
レス化の課題と社会的孤立という問題について
です。これは先ほど来ご質問いただいてますけ
ど、地域ネットワークの重要性ということを今回
も考えていて、居場所づくりの必要性というのを
非常に感じています。先ほど少し話しましたけれ
ども、畳の上で生活は始まったけれども、人の繋
がりが全くないために、経済的な支援は受けてい
るにもかかわらず、生活保護受給者の自殺率は非
常に高いですし、またホームレスに戻っていくと
いう人達も非常に多いわけです。なぜそうなのか
というと、社会的孤立の問題っていうのを考えざ
るを得ない。そこはセットで、先ほど加山先生か
ら関係性っていうお話がありましたけれども、そ
こはしっかり考えていかなきゃいけないし、これ
はモデル事業で取り組もうと、25年、26年、自治
体でNPOを中心にやっていただいているのかなと
思います｡3点目については、障害であることの
自覚がないとか、住民の反対運動のこととかって
いろいろ出てきたんですが、1つは社会的包摂の
ための福祉教育っていうのが必要だっていうこと
で、今、研究会を立ち上げて、全社協で議論を始
めています。つまり、社会的排除の問題と、こう
いった困窮者の人達と一緒にどう暮らしていくか
という話ですので、これは議論をしていくプロセ
スの中で、まずの議論をしていては無理だってい
うことが上がっています。つまり、ホームレスっ
ていったら排除っていうふうに動いてしまう。ホー
ムレスの人の佐藤さんとか鈴木さんという人の個
別課題をしっかり見いだして、そして、何が課題
なのかっていうことを、問題の分節化をして、そ
して、この部分だったら自分は関われるよとo例
えば、お弁当を持っていけるとか、あるいは家族
45
との繋がりの部分で、この辺は関われるとかって
いうものまで持っていかないと無理だろうってい
う話になっています。ちょっと長くなりますから
短くしますけども、オーバーステイの外国人の問
題を取り上げたら、まず、行政、社協、民生委員
は関われません、オーバーステイっていう問題だ
けで。ところが、オーバーステイのお母さんの問
題で、そこに子どもがいて、その子どもが保育園
に行かなきゃいけない､保育所入所の問題っていっ
たら関われるんです。あるいは、その子どもを学
校にどうやって通わせるか、日本語しかしゃべれ
ないんです。そうしたら、学校にどう通わせるかっ
ていう課題が見えてくるんです。こういうふうに
分節化することで､オーバーステイの子ども、行政、
市役所だったら、まず無理です。「こんなの、法律
違反してるんだから無理だよ」って行政のワーカー
は思います。社協職員も「いや、そりゃ、ちょっ
と無理だろう」、民生委員さんだって、そう思うか
もしれません。そこで止まっちゃうんです、今は、
まずで議論するとですね。生活困窮者問題、ホー
ムレスもそうだと思います。それを具体的な個別
問題にいかに落とし込んで、そして、そこだった
ら関われるよと、それは保育支援の団体もいます
とか、そういうことをできないかっていうような
ことを今考えている、その部分が1つ、住民の反
対運動とかっていう障害者の問題も含めて感じた
ことです。都会施設の問題も非常に重いなと思い
ながら聞いてたんですが、地域化の問題等、大事
な議論かなと思っていました。最後4点目ですけ
ども、こういった議論は、人材育成、研修の問題
と大きく絡んでくるだろうと思いました。システ
ムができてきたわけですけど、今、1つ議論になっ
ているのは、じゃあ、これを担う人材をどう育て
ていくかという議論をしています。国で、まず、
当然、テキストなり研修のプログラムをつくりま
す。そして、それに関わる講師陣を選びます。そ
の人達が研修をできるような体制を、一緒にやっ
ていくっていうことを一つひとつ積み重ねていか
なきゃいけない。これは大変なプロセスで、それ
を平成31年とか32年〈、らいまでかけて、ずっと養
成していかないと多分難しいだろうというように
思っていて。それは先ほどの虐待の問題とかも含
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めて議論する､考えると､生活困窮者の自立と尊厳、
精神障害者、障害者の自立と尊厳、そういうこと
を考えていくと、そういう人材の自己決定支援の
重要性とか、そういう認識をいかに専門職が持て
るかどうかっていう人の問題に行きつくのかなと
思って聞いていました。なかなか皆さんのお話に
全部コメントできるような力量がないんですけど
も、そんなところを自分の中で繋げて考えさせて
いただいたというところになります。以上でござ
います。
小林：ありがとうございました。では、私のほう
から、まとめではなく、先ほど森田先生が言われた、
10代母親が福祉の援助は合わないと言っていたと
いうことは､重要だと思います｡何が合わないのか。
制度に合わないのではなくて、何となくそこにい
る人に合わないということはないのでしょうか。
秋元先生の最初の問題提起に戻るんですけれども、
ある意味で豊かな時代で、福祉のサービスを受け
るっていうときに、窓口にいる人が出てきたら合
わないっていうことはないでしょうか。今、研修
の問題とおっしゃったけれども、福祉教育、福祉
専門職養成の枠に、この合わないっていうところ
をクリアできるような何かそういう教育というの
はどうなのかなと思っていました。今、中島先生
のお話を伺いながら、研修でできるかっていうこ
とでしょうか。
秋元：フィットしないんですよ。
森田:そう、だから、人の価値観に合わなかったり、
自分が必要と、必要性に合わなかったり。
小林：それで、困っても要らないっていうことに
なるのですね。そうすると、今の説明いただいた
ことはみんな同じ面がありますね。合わないから
要らない。サービスが必要なことは分かっている
のだけれども、要らない。
森田：サービスが必要だと思ってないんです。だ
から、キャバクラに行くんですよ。
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小林：それはそれで問題ですが、ある意味、現代
社会が持っている支援の在り方は再検討が必要な
のだと思いました。
丸山：対象設定ですね。
小林：対象設定ですね。対象という言葉を使うこ
とがいいのかという問題を含めてですね。
丸山：設定ができないんですよね。
小林：そこをどう考えるのかが大きな課題なのだ
ろうと思いますが、ここから先は懇親会のほうで
引き続きご議論いただきたいと思います。今日は
本当にありがとうございました。
(終了）
